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社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会  

社会保障カード（仮称）の基本的な計画に関する報告書（案）  

（下線入り）  

（本報告需の位帯付け）   

社会保障カード（仮称）の在り方については、現段階で本検討会として  

一定の結論を得たものではないが、本報告苔は、今後の更なる検討に活用  

されることが期！持されるものである。  



社会保障カード（仮称）の基本的な計画に関する報告暮（案）  なお、社会保障カード（仮称）の構想については、安全性の観点から現時   

点においてICカード1を利用することを想定しているために、媒体であるカ   

ードそのものだけを目的としているようにとられかねないが、カードをアク   

セスキーとして利用して、安全かつ確実にデータにアクセスできる仕組み全  

体を指すものであることに留意が必要である。   

1・2 社会保障カーートご（仮称）構想や関連する仕組みの目標   

その一方で、現在、社会保障分野における手続等を含む、人生の様々な場  

面におけるワンストップサービスやそのための情報連携等の実現に向けた収  

組が行われている。   

その背景としては、現在、社会保障分野を含む様々な分野において、同、  

市町村、健康保険組合等、多数のサービス提供i三体が存在しており、同氏の  

各サービスに関する情報は、国民自身や事業i三の申請・ん射Il制こ基づき、そ  

れぞれのサービス提供主体ごとに管理されている。そのため、サービスの受  

け手である国民が申請や自らの情報の入手等を行う似合、それぞれのサービ  

ス提供主体ごとに手続を行っている状況にある。   

このような状況の中、   

l‾‾‾‾‾‾‾‾■‾ ■‾，■－■■－t■■■■■ ■■■■－■■■■－－一一－・－－・－ －－－・－・■  

国民は、転職による医療保険の脱退・加入手続等、射、に関連する一  

：連の手続を行うために、複数の機関を訪れる必要があったり、住所の変：  
‾ 

ニーー∴ 

：している  

■・国民が必要とする情報を各サービス提供主体が分散して保有している： l   
■ ため、国民が一括して情報を取得することができず、口分が欲しい情報l  

にアクセスしにくい  

l－－－－－一一－－－－－－－■■－●－■－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿l  

など、国民にとっても、サービス提供主体にとっても、多大な労力・コスト  

が発生している。  

1． 社会保障カード（仮称）の検討の背景及び方向性について  

1・牒寸の背景とこれまでの検討状況   
本検討会が平成20年1月に取りまとめた「社会保障カード（仮称）の基本  

的な構想に関する報告書」及び平成20年10月に取りまとめた「社会保障カ  

ード（仮称）の在り方に関する検討会 これまでの議論の整理」（以下「これ   

までの議論の整理」という。）で述べたように、社会保障分野においては、人   

口減少と急速な少子高齢化を背景に、質の高いサービスを効率的・効果的か  

つ安全に提供していくことが求められており、情報通信技術を活用して、利  

用者が社会保障分野のより良いサービスを安心して利用できる社会を実現し   

ていくことが必要である。   

その際、情報化というものは、国民の生活に密接に関連する各種事務手続  

等の多くが統合的に情報化され、全体として実施されることで最大の効果を  

発現するものであることに留意する必要がある。この点につき、進捗の過程  

にある等の理由で情報化が部分的である時点においては、効果を実感しにく  

く、費用対効果を得にくい側面があるとともに、全体最適の観点からは、分  

野ごとに情報化を進め、それぞれで類似する仕組みを構築することは非効率  

であり、また、利用者の不便を招きかねない。そのため、社会保障カード（仮  

称）については、将来を見据え、社会保障制度全体を通じた情報化の共通基  

盤として位置づけられるべきものとして検討を行ってきたところであり、こ  

のような基盤が整備されることにより、   

・社会保障制度における自らの情報や社会保障制度に関する情報の可視   

化・透明化を進めること  

・ 効率的にきめ細かなサービスを提供すること   

が一層進むことが見込まれるところである。   

また、国民生活に密着する社会保障の分野においてこのような基盤が整備  

され、社会的な合意が得られれば、より広い用途で利用することができる可  

能性がある一方、用途の拡大に伴いプライバシー侵害等のリスクが高まる可  

能性もあることから、これをできる限り回避しつつ、利用者の不安が極力解  

消される仕組みとして検討を行ってきたところである。  
lICカードは、ICチップ内に情報を収録することで視覚的に情報を隠すことができることに  
加え、不正な解析等に対する防御対策がなされた「耐タンパ性」を有するといったTCチップの  
性質上、偽造や不正使用が難しく、安全性が高いことから、一般的に利川されている。   



1．3 社会保障カード（仮称）の検討の方向性   

1．2で述べた将来像の実現に、当たっては、分野・機関横断的な情報アク   

セス、情報連携を可能とするための基盤の構築だけではなく、医療機関や保   

険者等の関連する主体の情報化やデータの標準化等の環境整備やそれぞれの   

分野における課題の解消が必要である。  

そのため、各分野における環境整備や課題の僻消を進めつつ、利用頻度が  

‘高く、ニーズが高いものを中心に、可能なものから順次実施していくことが   

必要であり、社会保障カード（仮称）については、ヒ記の将来像を見粘えつ   

つ、差し当たり、年金記録等を簡便に確認でき、年金手帳、健康保険証、介   

護保険証としての役割を果たすものとして検討しているところであり、引き   

続きその実施に向けて課題の整理などを行っていく。  

1．4 社会保障カード（仮称）による効果  

「これまでの議論の整理」で挙げた社会保障カード（仮称）導入の効果に   

ついて、上記の将来像を踏まえると、以下のように紫郎できる。   

【自分の情報の入手や必要な手続等のワ／ストップ化に関係するもの】   

（自己情報の容易な入手・活用）  

・現状では、利用者は年金記録、レセプト（医療費）情報、特定健診情報等  

の情報を得るためには、多くの場合、紙の巾詣＃のやりとりが必要となる。  

また、別々の保険者・行政機関から各々取得しなければならず、一桁して情  

報を収得することができず、白分が欲しい情報にアクセスしにくい状況であ  

る。  

この点につき、利用者は、年金記録、レセプト（医療費）情報、特定健診   

情報等について、保険者等における環境が整うことを前提として、いつでも  

自宅等からオンラインで確認・入手して生餌設計や健康符理のために析用す  

ることが可能となり、さらに、マイページポータル（仮称・評細は後述）を   

利用することで、ワンストップで様々な社会保障に関する情報にアクセスで  

きることとなる。  

【必要なお知らせ等の情報の提供に関係するもの】   

（利用者への情報提供）  

・利用者が保険給付・適用の手続を忘れていても、保険者等からお知らせす  

ることで手続漏れを防ぐことや、一般的な社会保障制度の概要等の情報に加  

え、住んでいる自治体や年齢に応じた社会保障に関する様々な情報を提供す  

ることもより簡便に実現可能となる。   

このような現状を踏まえると、今後は、   

複数の機関に分散している自らの情報の入手や必要な手続を－カ所で  

完結できる便利なサービス（ワンストップサービス）を実現すること   

ワンストップサービスを可能とするとともに、必要なお知らせ等の情  

報を提供し、手続を省力化するため、各機関相草の情報連携（バックオ  

フィス連携）を実現すること   

バックオフィス連携により、各機関の業務効率化、コストの削減を図  

ること   

分野・機関横断的に状況を把握し、それに対応したきめ細かな施策を  

実施すること   

行政サービスの透明化を一夏】るとともに、個人情報等へのアクセスの監  

視を可能とすること  

を日精す必要がある。  

この点につき、社会保障カード（仮称）に関連する取組である次世代電子  

行政サービスや電子私需箱（仮称）の検討においては、「ライフイベント単位  

で手続をワンストップ化する」「自らの情報を安心かつ容易に入手できる」等、  

1二記の実現について社会保障カード（仮称）とは果なる切り口から検討を行  

い、それぞれにおける課題の解消や環境の整備について検討を行ってきたと  

ころである。これらの取組についても、社会保障分野における自らの情報の  

可視化・透明化を進めることや効率的にきめ細かなサービスを提供すること  

を含むものであり、また、手続を行う際に関連する情報を閲覧して参考にす  

ることや自らの巾請の反映状況等を確認するなど、様々なサービスを相互に  

組み合わせることで相乗的に効果を高めることができることを考えると、国  

民の視点からは、情報の閲覧、各種申請手続、サービス主体からの情報提供  

等が→連のものとして利用できることが重要である。   

また、具体的な仕組みについても、社会保障カード（仮称）の実現に向け  

た収組において検討されているような、制度をまたがって本人を特定する仕  

組みなど、分野・機関横断的な情報アクセス、情報連携を可能とする基盤を  

構築する必要があるノ・ご丈において関連している。   

そのため、全体最適の観点からは、社会保障カード（仮称）や次世代電子  

行政サービス、電子私茶箱（仮称）については、密接に連携し、将来像を共  

有した1二で検言、1を進め、同民の視点から見て一連のものとすることをH指す  

必要がある。  



また、保険者が正確な情報の把握ができるようになることから、巾請漏れ   

を防ぐために利用者に情報提供をするなど、よりきめ細かなサービスを提供   

することが可能となる。  

（例：高額療養費の申請、被用者起迩保検から脱退した後の同比健康保険への   

加入手続勧奨、その他社会保障に関する情報の提供）  

・現在、各種給付における負担の軽減措帯は保険者や制度ごとで設定・適用   

されるのが原則となっているが、保険者・制度をまたがちた易合でも∩己賓   

担額の調整を行うなど、社会保障制度において制度や保険者をまたがったよ   

りきめ細かなサービスを提供できる可能性がある。  

・将来的には、本人の希望を前提とした1二で、地域の医療機関間や医療機関   

と介護事業者等との情報連携にも活用することも可能となる。  

【行政サービスの透明化や個人情報等へのアクセスの監視に関係するもの】  

（自己情報の管理・安全性確保）  

・現状では、例えば年金記録について、標準報酬の誤りや虚偽の届川がされ   

てもすぐに確認する手段がない。  

この点につき、自分の情報を管理し、活用することが可能になり、正しい   

情報への修正、手続漏れや虚偽の届出の抑1ヒも可能になる。これにより、例   

えば将来的な年金記録の誤り防山こも資する。  

なお、国民が行う情報の確認手段としてIT技術を利用できれば、ねんき   

ん定期便や各種通知等を送付することと比べて、郵送費等のコストを削減す   
ることができる。  

・現状では、年金記録を始め、自分の社会保障に関する情報について、不正   

アクセスによる盗み見などの可能性に対して適切に管理されているか口分   

で直接確認する手段がない。  

この点につき、アクセス記録を自分で確認できるようになれば、不正なア   

クセス等の監視が可能に－なり、また、不正アクセス今宇の抑IL力としても働く。  

・現状では、健康保険証、年金手帳等の偽造・窓用がなされた事例があり、   

例えば、知らない間にクレジットカード、銀行口座、携解電話等の契約をさ   

れることや、それが別の犯罪に使われる可能性がある。  

この点につき、ICカード化することにより偽造・悪用を一定程度防lヒす   

ることが可能になる。   

【各機関の業務効率化、コスト削減に関係するもの】  

（利用者や保険者の負担軽減）  

・現在、利用者は、転居や転職等に伴い保険者が変わるごとに、保険証等を   

保険者に返却する必要があるとともに、これにより加入申請漏れ・手続漏れ   

も生じうる。また、各保険者において、被保険者の異動のたびまたiま定期的   

に保険証を発行・交付している。  

この点につき、利用者は保険者変更等の際でもカードを返却する必要はな   

く、1人1枚のカードで年金、医療、介護サービスの様々な保険証や標準負   

担額減額認定証等の役割を果たす。各保険者においても、これらの保険証等   

を発行する事務等が不要となり、事務コストが削減できる。  

また、就職の際に正しい基礎年金番号が申告されない等の理由による基礎   

年金番号の重複付番も防止することもできる。  

（医療機関等における罫務負担軽減）  

・現在、事務面において、レセプトへの資格情報の転記ミス、医療保険の未   

加入状態での受診や医療保険資格喪失後の受診等により、保険医療機関・審   

査支払機関・保険者等に医療費請求における過誤調整事務が発生している。  

この点につき、オンラインでの医療保険資格確認やレセプト等への自動転   

記が可能となり、医療費の過誤調整事務が軽減されるなど、事務コストが削   

減できる。  

【分野を横断した状況の把握とそれに応じたきめ細かな施策に関係するもの】  
（制度や保険者等をまたがる手続の効率化）  

・ 現在、制度や保険者をまたがって本人を特定することが難しいことから、   

保険の取得手続だけでなく、高額療養費の申請、併給調整のための書類提出   

など、制度や手続が複雑なものが存在し、煩雑な申請手続が必要であったり   

申請漏れが生じたりする。そのため、高額療養費等につき本来受けられるは   

ずの給付が受けられない、また、加入手続漏れ等の原因により、払われてい   

ない保険料等が発生するなど、利用者への負担や事務面での負担が発生して   

いる。  

この，如こつき、制度や保険者をまたがって？利用者の特定が可能となれば、   

例えば高額医療・高額介護合算制度といった制度をまたがる事務や、同一制   

度内でも保険者をまたがる事務が効率化され、手続のワンストップ化や必要   

な添付書類を削減することが可能となり、利用者にとって便利になるととも   

に、保険者の事務コストも削減される。  



「これまでの議論の整理」においては、カードのICチップに収録する本  

人を特定する鍵となる情報（本人識別情報）について、①制度共通の統一的  

な番号2又は②カードの識別子を基本として更に検討を進めると述べたとこ  

ろである。   

ところで、本人識別情報は、制度内・制度間で利用者の識別を行うための  

情報であり、電子的に利用者の情掛こアクセスするためには、別途オンライ  

ン上で認証を行うこととなるが、この際、①制度共通の統一的な番号・又は②  

カードの識別子をそのまま1Cチップに収録して、個人の識別に用いる場合  

には、暗号化等の措置をとったとしても、住艮底本台帳カードのように専用  

端末を用いるなどの適切な保護を講じなければ、1Cチップから送り＝され  

る情報を不正に読み出されるおそれを完全に否定できない。   

¶方で、社会保障カード（仮称）は、健康保険証として医療機関等で利用  

されることが想定されているが、すべての医療機関等において専用端末を用  

いて資格確認等を行うことは考えにくい。   

そのため、情報を読み出す端末を無条作に信頼することができないことを  

考えれば、①制度共通の統一的な番号又は②カードの識別子を情報の送り手  

と受け手で持ち合うことで本人を認証する方法より、情報の送り手と受け手  

とで異なる情報を持ち、1Cチップの演算機能を活用する公開鍵暗号の技術  

3を活用する方法の方が安全性においては優位である。   

また、この公開鍵暗号技術を用いた認証の方法については、認証しうるこ  

とをもって識別に代えることも可能であることから、利用者の識別・認証の  

ための方法としては、当該方法を用いることを仮定し、今後更に検言、†を進め  

ることとする。  

○自分の惰粥の入手や必要な手続等のワンストップ化  
＝⇒年金記録等の入手・確琵   

○必要なお知らせ等の情報を提供  
＝⇒手続漏れによる未加入・二重加入の防止   

○各機関の業務効率化、コスト削減   
【：：⇒吉事蔓通知等のコストを削減、医嘱千言1求の過誤古層監事持  

の削減による保検吉等の事務負担軽減   
○分野を横断した状況の把握とそれに応じたきめ細やかを施策  

＝⇒制度や保顆看をまたがった場合でも自己負担額の調整を  

認苓  行うなとの施策の可能性   
○行政サービスの透明化や個人情報等へのアクセスの監視  

■ 

攣環其．．                       1 rJ ＿－．■、、  

中継機能ヽ  

、、＼ミ‥  

医療1叫専の童口  
1  

図1：什奈睨l樟カ」－ド（仮称ノ／〔とじ′）硝化び二イメーン  

2． 仕組みの仮定とその検証について  

組みの仮定   

「これまでの議論の整理」においては、仮置きではあるが、社会保障カード  

（仮称）の効果を実現するための仕組みのイメージを示した。この仕組みにつ  

いては、プライバシー侵喜・情報の一元的管理に対する不安を極力解消しつつ、  

将来的な用途拡大に対応できるものとすることが必要である。   

以F、「これまでの議論の整理」取りまとめ後の検討の内容に触れつつ、社  

会保障カード（仮称）の仕組みについて述べることとする。  

（1）本人を特定する鍵となる情報（本人識別情報）について  

社会保障に関する情報の可視化を進め、効率的にきめ細かなサービスを提   

供すること等を実現するためには、制度内・制度間での利用者の特定すなわ   

ち識別が必要となる。  

この識別が不完全であると、記録・情報の連続性が確保されないこととな   

り、結果として利用者・サービス提供i三体双方に不利益をもたらす可能性が   

あるため、各務の効率化を陳lりながら利用者の識別を果たす方策を考える必   

要がある。  

2制度共通の統一的な番号の例については、『「社会保障番号」に関する実務的な議論の壁牒』（平  

成18年9月22日・社会保障番号に関する関係省庁連絡会議）では、「住比栗コード」、「基礎年  

金番号」、「新規番号の付番」が挙げられている。  
3ICチップから送り出される情報が膨大な桁数の乱数とICチップ内て／一三成される関数であ  

り、ICチップの内部にのみ格納される別の乱数との演算の結果が介致することにより、本人を  

認証する方法。なお、公開鍵の電子証明書には重複を避けるための整理番号が付けられることに  

なるが、これは本人の識別に用いられるものではない。   



（2）中継データベース（中継DB）について   

① 中継DBの必要性  

先に述べたとおり、社会保障カード（仮称）の仕組みについては、プラ   

イバシー侵害・情報の一元的管理に対する不安を極力解消しつつ、将来の   

用途拡大に対応できるものとする必要がある。  

この観点から、「これまでの議論の整理」においては、社会保障カード   

（仮称）の仕組みのイメージについて、以下のように述べたところである。  

・カードのICチップには保険資格情報や情報閲覧の対象となる年金記  

録等の情報は収録せず、ICチップ内情報の書き換えの機会を極力減ら  

しICカードのセキュリティを確保する。必要な情報の取得にはICチ  

ップ内の本人識別情報を用いて外部のデータベースにアクセスする   

・保険資格情報や閲覧情報は、現在と同様に各保険者が保有する（一方  

で、各保険者は、本人識別情報や他の保険者が管理する被保険者記号番  

計等を保有しない）。また、保険者のデータベースを集約・集積して情  

報を一元管理することは、  

－プライバシーが侵害されるのではないかという不安を惹起する  

－サイバー攻撃等の標的にされるおそれがある  

ことから、年金・医療・介護に関する様々な情報を一括して保有する大  

規模なデータベースは設けない  

これらを前提とすると、ICチップ内に収録された本人識別情報をキ  

ーにして、各保険者に分散して保存されている情報に確実にアクセスす  

る仕組みとして、アクセスを中継するためのリンクのみを保持する機能  

を持つ中継f〕Bが必要となる。中継1）Bに様々な情報を持たせることは  

情報の一元的管理が行われるとの懸念が生じることから、中継DBが持  

つ情報は本人識別情報、各制度の被保険者記号番号等（各種の公費負担  

医療も対象とする場合については、それぞれの公費負担者番号、公費負  

担医療受給者番号）といった必要最小限の情報とする  

以上のように、中継DBは、本人識別情報、各制度の被保険者記号番号   

等といった必要最小限の情報を保有し、それらをもとに利用者の情報への   

アクセス要求を各保険者に振り分ける機能を持つ。この場合、各保険者が   

持つ被保険者記号番号等を各制度共通の統一的な番号で置き換えること   

も考えられるが、これについては、  

・情報漏洩の際に、各保険者が保有する情報がマッチングされ、利用者  

のプライバシー が侵害されるリスクが高まること。また、医療等の現場  

で活用する番号憬可視的であることが求められること  

9  

・仕組みの早期実現のためには、保険者のデータベースの改修を可能な   

限り小規模なものにすべきところ、より大規模な改修が必要となると考   

えられること   

などの課題がある。  

、‘1たっては、各保険者におけるデータベースの整備状況やセキュリティ対  

策の状況を踏まえ、花数の保険昔が共同してデータベースを運∬H－ること  

瞞ま、今後引き続き検討を行うこととする。  

中牡データベース（仮称）  保険者のデータベース  

図2：社会保障カード（仮称）の仕組みのイメージ（仮定）  
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② 中継Ⅰ）Dの具体的な機能について   

オンラインによる保険資格の確認については、医療機関等からの資格確  

認の要求を、中継DBを経由して各保険者のデータベースにアクセスさせ   

ることで行う。   

年金記録やレセプト等の情報を閲覧する際にも、各保険者が有する情報  

にアクセスすることになるが、各保険者のデータベースに個人が直接アク  

セスすることは利用者にとって不便であり、また、セキュリティヒも脅威  

が高まることから、中継Ⅰ）Hの仕組みを利用することにより、利用者の閲  

覧要求を中継する機能を持たせることが可能と考えられる。   

l二記に加え、中継1〕Bにおける自分のデータヘのアクセス記録を保存す  

ることとし、その記録を自分自身で1「緋＝lミレ㌻）リング機能を杭州」てポー  

2．2 仮定の検証  

2．1では、仮置きではあるが、社会保障カード（仮称）の仕組みのイメー   

ジを示した。今後は、平成23年度中を目途とした社会保障カード（仮称）の   

実現に向け、この「仮置き」の仕組みについて、課題を洗い川すとともに、対   

応策を検討する必要がある。  

厚生労働省は、平成21年度に、社会保障カード（仮称）に関する実証実験   

を行う予定であるが、そ（恥遮   
耽を図ほとともに、末甜二実験の実施孝心状況や結果、サービスの体験者等の声  

を踏まえ、1Tの利用に不慣れな方等、様々な利用者への配慮が必要であるこ  

とについても留意しながら、社会保障カード（仮称）の仕組みがより良いもの  

となるよう検討を進めていくことが必要である。  

之盤迫土工確認できる仕組みとすることで、不正アクセスによる盗み見  

等の不安を払拭するとともに不正を抑Lヒする仕組みとすることが可能と  

なる。   

また、中継DBを利用することで、各制度における保険者間や制度をま  

たがる保険者聞の情報通携を！fj洞かつ安全に行うことができ、事務の効率  

化が可能となる。  

中継1〕Bはこれらの機能を有するが、次世代電子行政サービス構想にお  

ける「行政情報の共「甘利用支援センター（仮称）」や電子私書箱（仮称）  

構想における「電子私需箱（仮称）プラットフォーム」は、中継DBと類  

似の機能を持つものと考えられることから、これらについては、重複した  

投資を避け、共通の濃盤として構築することを目指すべきである。  

なお、このように、中継f〕Bを置く仕組みとすることは、カードを使っ  

て新たなサービスを利用できるようにする際に、中継DBに新たなサービ  

スに関するデータベースへのリンクを持たせることでその機能を拡張す  

ることが可能であり、ICチップ内に新たなアプリケーションを書き込む  

必要はないことから、将来的なカードの用途拡大に対応しやすい仕組みと  

言うことができる。  

3． 年金記録等の閲覧について   

現在、利用者が、各保険者の保有するnらの情報を取得する場合は、年金・  

医療・介護等取得を希望する情報の種類によって、それぞれ、‡1該帖報を保有す  

る保険者に対して請求を行う必要がある。   

オンラインによる年金記録等の情報閲覧機能は、社会保障カード（仮称）  

の主要な機能の一つであるが、2．で述べた仕組みを活用すれば、利用者は、  

閲覧する情報によってそれを提供する保険者が様々であることを意識するこ  

となく、ワンストップで必要な情報にオンラインでアクセスすることができる。   

ここでは、2．で述べた仮置きの仕組みに基づき、社会保障カード（仮称）  

を用いたオンラインによる年金記録等の情報閲覧の具休的な仕組みについて、  

セキュリティの確保や利用者の利便性を考慮しながら述べる。   

なお、1．3で述べたように、社会保障カード（仮称）の仕組みに基づく帖  

報閲覧を可能とするためには、その前提として、情報を提供する各保険者の環  

境整傭（閲覧用データベースの整備、情報の標御ヒ・可視化等）が必要となる  

ことに留意が必要である。  

（1）情報閲覧に関するセキュリティ上の要件と対策  

社会保障に関する情報はプライバシー性の高いものが多く、特に、年金記   

録や特定健診情報等は、健康保険証等に記職されている保険資格情報と比べ  

▲1パソコン等の端末と社会保障カード（仮称）を使って、廿宅などで、オンラインで保険者のデ  

ータベースにアクセスし、自分の情報を端末の両面上に表ホして確認すること及び当該情報を収  
得することをいう。  
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（2）情報閲覧の具体的な仕組みのイメージ  

年金記録等の閲覧の仕組みのイメージ  

て特に機微な情報であることから、自宅などからオンラインでこれらの情報  

を閲覧することができるようにするためには、セキュリティ確保のための措  

置を講じるとともに、オンライン上で厳格な本人確認を行うことが必要不可  

欠である。   

オンラインJ二での厳格な本人確認については、既存の仕組みを最大限に活  

用し、費用対効果に優れた仕組みとする観点から、現在、電子申請において  

安全性と侶■頼性が確保された電子署名を行うための手段を提供している公  

的個人認証サービスを利用する方法等を検討する必要がある。   

なお、公的個人認証サービスについては、利用サービスの拡大に向けた取  

組のひとつとして、オンライン認証の実現に関する検討が行われる予定であ  

り、検討を進めるに、当たっては、その動向にも留意する必要がある。  

また、その他セキュリティ確保のための要件と対策としては、以下のもの  

が考えられる。  

【セキュリティとの要件と対策】  

① 正しいカードが、正しい所有者によって利用されていることの確認  

端末や中継DB等のシステムが、カードの正当性の確認を行う等の措置   

をとるとともに、本人確認の観点からは、カードの所有者に、暗証番号   

（PIN）の入力等を求めることが望ましい  

② 改ざんなどがない状態で正しい情報が確認できること   

閲覧情報へのアクセス履歴を保存・確認することや、情報の登録・更新   

を行う者の正当性を確認する等の措置をとる  

③ 悪意のある者や不正な機器からの攻撃に耐えられること  

カードが、端末や中継DB等のシステムの正当性を確認するとともに、   

情報の暗号化やウイルス対策等を行うことが必要である  

なお、これらの対策を講じた上で残るリスクや課題について、誰がどのよ  

うに対処するかということに関しては、費用対効果の観点も含め、引き続き、  

総合的に検討を行う。  

ヤ叫  

巨潤一ジ  

利用者がオンラインで年金記録等の情報閲覧を行う際、年金・医療・介護  

等閲覧を希望する情報の種類によって、異なる保険者のデータベースにアク   

セスすることは不便であるとともに、保険者のデータベースに直接アクセス   

することは、たとえそれが閲覧用のデータベースであっても、セキュリティ   

ヒの脅威を増大させる可能性がある。また、各保険者のデータベースそれぞ   

れにセキュリティ対策を施すことが必要となり、システムコストが増大する   

可能牲がある。   

このため、利用者と各保険者のデータベースの問に、例えば、中継t〕Bの   

機能を利用することで利用者の閲覧要求を中継する機能を持つ仕組み（ここ   

では差し当たり、「マイページポータル（仮称）」とする。）を置く方法が考   

えられる。   

これについては、「これまでの議論の薬理」において、「社会保障ポータル  

（仮称）」としていたが、将来的には、一つのポータルで、社会保障分野以   

外の分野に関する情報の入手や行政機関に対する各樺オンライン申請等   

様々なサービスを提供できるようにすることが望ましいため、ここでは、j七   

会保障分野に限定されない呼称を用いることとする。  
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このようなマイページポータル（仮称）が、利用者の閲覧要求を中継する  

ことにより、セキュリティL二の不安が小さくなるとともに、利用者にとって  

も、ワンストップで様々な情報にアクセスできるようになるため、利便性の  

向上を図ることができる。   

さらに、マイページポータル（仮称）を通じて、保険者が利用者に対し個々  

の状況に応じた情報提供を行うなど、利用者に対するきめ細かなサービスも  

可能となる。   

ただし、提供される情報の具体的な内容については、利用者の利便性や提  

供される情報の機密性を考慮しつつ、今後検討を行う必要がある。   

なお、レセプトの開示については、現行制度のFでは非開示となるレセプ  

トもある5ことから、具体的な開示の仕組みについては、今後検討を行う必  

要がある。  

4． 医療等の現場での活用について  

4，＝Cカードの機碑を使用した医療保険資格確認  

（1）ICカードの機能を使用したオンラインによる医療保険資格の確認  

現在想定している仕組みに基づき、医療機関等を受診した際の社会保障カ   

ード（仮称）を用いたオンラインによる医療保険資格の確認方法のイメージ   

を下図に示す。  

オンラインによる瞳療保険溌格の確認方法のイメージ  

各保険着帯（楽〕の オ槽什せデータベース  

④暮梅内容を   
簡い合わせ  ベースにオンラインで   ③医ま機馳から中線データ    アクセスし、資格を確認  

②医憬機関は、  
捷示された社会   
保声lカード（仮称）  

をカード読取機に   
セット  中継データベース  

中■データベースが持つ惰tの  
イメージ  
・本人止別什t  
■ 各■Jの鞭保険書E号■号  
（・公費1捏を■号） ■  

医療侵嬢書C  

※雛熟の保険雪が共同 ミ  てD  

し責糟什■即日‖＝  

、、丁旦蟄！洗車エ！ゑン′  

（訃社会保脚力ード  

（仮称）を棟木  

中繕データベースは撥保障者の封楕・給付  
情報等を保育せす、各保険壱は、本人を  
特定する鍵となる情鯛や他の保険者が管理  
する被保擬音妃号番号を保有しないと想定  
被保検者は自分の資格情報へのアクセス  
曙歴を自分で曜ばてきるものとする  

図4－1：オンラインによる医療保険資格の確認方法のイメージ  

「これまでの議論の整理」でも述べたとおり、医療機関の窓口で本人確認   

のための暗証番号の入力を患者である利用者本人に求めることは、急患で利  

用者本人に意識がない場合や医療機関の窓口業務への支障を考慮すると、閃  

難であると考えられる。  

したがって、セキュリティ上の観点から、利用者による暗証番弓一の人力無   

くオンラインでの資格確認を行うためには、医療機関職f1が、券血の情報に   

より正しいカードであること、及び提示した本人のカードであることを確認   

した上で、医療機関職員の認証を行う必要がある。  
5卿陳結が、医療機関等の意見を踏まえ、レセプトを開示することによって、個人  

情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第25条第1項第1号に規定する「本人の生  

命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれ」があると判断した場合（例えば、不治の病で  

あることを本人が知ることにより、本人の精神的・身体的状況を感化させるおそれがあるような  

場介）には、当該レセプトが非間ホとなることがある。  
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医療機関職員の認証を行う際の方法としては、  

① 個々の医療機関職員を中継DBが認証する方法、あるいは   

② 医療機関のシステムが個々の医療機関職員の認証を行い、中継DBが医  

療機関を認証する方法  

の2つが考えられる。   

′ この点については  

① 国家資格を持つ医療従事者を認証する基盤   

② 国家資格を持たない医療機関職員を認証する基盤   

③ 医療機関を認証する基盤  

などの認証基盤の適切な組み合わせによって安全性を確保する必要がある。  

なお、利用者本人の管理する暗証番号を利用せずに医療保険資格の確認を   

行う場合には、暗証番号によって本人確認を行う場合と比較して本人確認の   

程度が低Fすることから、年金情報など他の社会保障情報への不正なアクセ   

スを防ぐために、暗証番号を入力しないで確認する秘密鍵と暗証番号を入力   

して確認する秘密鍵を区別することを検討する必要がある。  

（2）ICカードの機能を使用したオンラインによる医療保険資格確認の実現  

により顕在化する課題と回避策  

現在、就職・離職や転居等により医療保険資格の取得・喪失があった場合、   

その事由を一定期間内に医療保険者に届け出なければならないこととされ   

ている（健康保険法の場合5日以内、同氏健康保険法の場合14日以内等）。  

社会保障カード（仮称）のICカードの機能を使用してオンラインで医療   

保険資格の確認を行う場合、   

・医療保険資格の収得・喪失事由等が発生してから実際に保険者に対して  

届出がなされるまで、又は、  

・保険者が届出を受理してから保険者DBや中継DBの情報が更新される  

まで  

の間には、一定のタイムラグが発生するため、医療機関等がICカードの機   

能を使用してオンラインで中継DBにアクセスした際に、常に正しい情報を   

取得することができるとは限らないという課題が存在する6。  

この課題の回避策としては、例えば次の2つの方法が考えられる。   

① オンライン申請の拡大など、資格取得・喪失手続の効率化により、情報   

更新のタイムラグを減少させる  

② 保険資格の取得届があったことにより、喪失届がなくても中継DIう上の   

情報を更新する（届出の取得優先）ほか、中継上〕Bを活用した保険者問の   

情報連携により、国民健康保険の保険者である市町村において、被用者健   

保の資格喪失後、他の医療保険制度等に加入していない事実を効率よく把   

握できるようにすることにより、取得届・喪失届が提川されないことによ   

るタイムラグを減少させる。   

■保験著は、義民験舌の取書・書失，鞭扶暮舌の正文（追加・削除）など適用に闇する惰嶋をー中＃D【りlニ罫線。  
注、保鋏書から中■DBに送信さ九る「女失憎q」とr取書付t」のタイムラグが生じうることに留暮。   

図4－2：医療保険者を異動した際の情報の流れ《将来》  

なお、これらの方法により一定程度のタイムラグの解消は可能となるが、  

例えば国民健康保険の場合、資格を取得してから14口以内にJ〔射ナ川ればよ  

いこととされており、タイムラグは完全に解消するわけではない。したがっ  

て、資格取得・喪失手続の効率化に伴い届～11期間自体の見直しが可能かどう  

か等を含め、こうした届出期間内の資格確認の処理ルール等について更に詳  

細に検討する必要がある。  6医療保険資格の取得・喪失の届出期限によるタイムラグは、現在も存在しているが、通常、  
資格喪失時に保険証を回収し、政得時に新たな保険証を交付しているため、大きくは顕在  
化していない。社会保障力ード（仮称）の場合は、保険者を異動しても同じカードを保有  し続けるため、この課題が顕在化する。  
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4．2 ICカードの機能が使用できない場合の対応  番号・被保険者証記号番号等の確認や、保険資格の有効性の確認が可能とな   

る7と考えられる。  

一方、保健医療番号（仮称）が無い場合には、例えば保険者が判明してい   

る場合には、氏名等の基本4情報8で本人識別をするとしても、相、1う程度の   

確からしさを求めることが可能であろうが、保険者も不明な場合において、   

基本4情報によろうとする場合は、同姓同名l甜主所の例があることや、外字   

の用い方による不突合が起こる可能性があることから、L二記（2）①から④   

の情報が分かるよう、現行の被保険者証（又は被保険者証と1月内容の事項が   

記載された別紙）を交付し続ける必要がある。  

保健医療番号（仮称）の、保険者を異動しても変更されないという性質は、   

制度・利用者本人の意図しないところで名寄せに使われるなどの懸念が存在   

することに留意が必要であり、また、それのみをもって全ての課題が解決す   

るものでないにせよ、保健医療サービスに関わる将来的な情報化の基盤とし   

ての意義が大きく、また、上記のように保険者や医療機関等の利便性を高め   

ることも事実である。  

このため、保健医療番号（仮称）の導入に、11たっては、その利用範囲、保   

護措置等について、十分な検討が必要と考えられる。  

また、患者の自己負担割合など、保健医療番弓一（仮称）を用いた医療機関   

からの問合せに関しては、プライバシー保護の観点から留意が必要な場合も   

想定されるため、制度面での対応の可否も含めた検討が必要である。  

なお、現行の被保険者証等から社会保障カード（仮称）への移行期聞にお   

いては、社会保障カード（仮称）と現行の被保険者証等との併用を可能にす   

ることが必要と考えられる。この移行期間における対舶こついては、カード   

と紙媒体の混在により生じる保険者及び医療機関等の負担に配慮する観点   

や、関係者における環境や機器等の整備等も必要となることから、今後更に   

検討を行っていく必要がある。  

（4）その他  

本章ではここまで、ICカ∵ドの機能が使用できない似合の健康保険証の   

運用について述べてきたところであるが、高額療養費のl限度額適用認定証や、   

健康保険と併用される各種の公費負担医療の受給者証、介護保険証について   

は、各制度ごとに受給者証の内容（指定医療機関、給付割合、有効矧l眼など）   

が異なるため、ICカードの機能が使用できない場合の対応は、別途検討が  

（1）検討の視ノ・∴く  

4．1においては、医療機関等においてネットワーク設備等の環境が整備   

されており、かつ、正常に使用可能である状況を想定して、医療機関等にお   

ける工Cカードの機能を使用した医療保険資格の確認方法等を論じてきた   

が、社会保障カード（仮称）が、医療現場等における利便性を向上させつつ、   

実現にごjたっての混乱を拙かないためには、「停電、ネットワークのトラブ   

ル、カードの破損等により一時的にICカードの機能が使用できない状況」、   

「訪問看護・往診の場合等カードが使用できない状況」、「現行の被保険者証   

等からの移行矧【勘」においても、現行の被保険者証等と同等の運用が継続で   

きるようにすることが重要である。  

「これまでの議論の整理」では以卜のいずれか（又はその組み合わせ）で   

の対応を選択肢としてあげていたところである。  

・ 医療保険の許格情報を記概した別紙を交付しておく。   

・カード券血に、資格確認やレセプト請求が可能な情報を記載しておく。   
・携帯電話彗の携帯端末でICカードを読み取り、資格確認を行う。  

（2）工Cカードの機能が使用できない場合に必要な情報   

．t二記に挙げられた「医療保険の資格情報」、「資格確認やレセプト請求が可   

能な情報」として最低限必要な情報は以Fのとおりと考えられる。  

① 氏名、生年月口   

② 保険者番号、被保険者祉記号番号等   

③ 被保険者証の有効他三（有効期限）   

④ 給付割合（自己負担割合）  

また、実際上の運用を考えれば、カード券面又は別紙に何らかの可視的な   

番旨が記載されている必要があると考えられる。   

「何らかの可視的な番号」に関しては、現行の被保険者証記号番号等のほ   

か、保険者の異動があっても変更されない医療・介護の現場で用いられる可   

視化された識別蘇弓一（以卜、「保健医療番号（仮称）」という。）を導入し、   

何らかの方法で被保険者証記弓一番旨等を問い合わせることが考えられる。  

（3）保健医療番弓一（仮称）について  

保健医療番号（仮称）が行在する場合には、一定の環境整備と医療現場   

の実情に応じた実施方策の検言、1を必要とするが、、当該番号を用いて、保険者  

19  

7具体的方法としては、電話・FAXによる問合せ、オンラインによる問合せなどが考えら  

れる。  
8氏名、生年月日、性別及び住所のことをいう。  
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